日本企業のグローバル化とローカル化戦略 -生産システムと人的資源管理- by 青木,克生 et al.
―　日本企業のグローバル化とローカル化戦略：生産システムと人的資源管理 　― 73
経 営 論 集
67 巻第 1・2・3 号




















Berry, 2014; Mudambi & Navarra, 2004）。
　多面的な知識移転への関心の増大は，日本企業のグローバル化のあり方とも深く連動してい
る。Lean 生産システム（Womack & Jones, 1996），改善（Imai, 1986；大野，1978），系列型
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Supply Chain Management（Lincoln & Gerlach, 2004），連携調整による問題解決（Clark & 
Fujimoto, 1991）といった競争優位の源泉を日本国内で発展させてきた日本企業においては，
本社から子会社への「一方的な知識移転」がこれまでの主な関心であった。移転先企業の現地
















（Barney, 1991; Hamel & Prahalad, 1994）。日本企業がこれまでグローバル市場で競争優位を
発揮してきたのは，欧米企業が模倣困難な独自の組織能力を発展させてきたからであり，
Lean 生産システム，改善などの有効性は現在でも世界で認められている（Benner & 
Tushman, 2015; Staats et al., 2011）。このような日本独自の強みは今後ともグローバル競争優
位の源泉として生かされていくべきであろう。そのためには，日本の強みを標準化してグロー















　本研究は 2016 年 4 月に文部科学省科学研究費（課題研究番号 : 16K03821）の支援のもとで
開始された。研究組織・活動は，研究代表者である青木克生（明治大学）と分担研究者である
George Olcott（慶応大学）の二者から構成されている。2016 年は多国籍企業マネジメントや







M&A を中心に海外展開を推進してきた 2 社を比較対象に含むこととした。調査対象企業は全








コルは青木が作成し，英語のプロトコルは Olcott が作成した。また interview transcripts の
作成についても，日本語のものは青木が担当し，英語のものは Olcott が担当した。
































が展開されてきている。そのため M&A よりは Greenfield 投資に依拠するという形態がメイ











　最後に，消費財 1，素材 1 の双方は，日本企業としては珍しく，M&A に依拠した形でグロー





材 1 も同様に海外子会社に大幅な権限移譲を行っている。素材 1 の場合，海外マネジメント・
システムに合わせる形で日本のシステムをより大胆に変革してきている。ガバナンス上では日
本が本社となっているものの，事業や機能部門のトップはほとんど外国人となっている。グロー





















































































ら，10 年，20 年と経過しても依然として Coordinator に依存するやり方は，「日本本社は自分
たちの能力を信頼していないのではないか」との疑念を現地従業員の間で生じさせることもあ
る。



































































































































































































































海 外 は annual base salary，profit 
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る Global Succession Committee（年 3 回）が彼らの配置や育成について議論している。グロー
バル人材を日本に出向させ，日本の仕事の進め方を覚えてもらうという仕組もある。優秀者な
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や産業などのデータをベースに対象となる全ての職務に対する評価とポイント付けを実施して




決める形となっている。このようなグローバルの仕組みをベースに A レベル 100 人，B レベ










いる。グローバル評価基準は Global Talents の選定にも利用されている。各地域に Talent 












社 で 管 理 者 と し て の 役 割 が 付 与 さ れ る Functional Assignment と， 若 手 研 修 目 的 の
Development Assignment があり，Functional Assignment 候補者の決定権は海外側が有して
いる。











インセンティブには年度の予算をベースにした annual bonus と，EPS/ROS の達成度と株価
に連動する long-term incentive がある。Talent Management については，後継者育成計画の
みではなく，high potential（HP）人材の選定，個別具体的な育成アクションの作成と進捗モ








































































Management Team トップの CEO も COO も欧州人となっており，過半数が外国人で占めら
れている。HR のトップは日本人となっており，彼を主導として統一化された人的資源管理シ




























































本化」（Oliver & Wilkinson, 1992）として知られている。それを可能とするために，日本人駐
在員を通して現地管理者を指導・育成し，彼らの行動からマインドセットまでを「日本化」し
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影響も同時に生み出してきている。このような負の影響は海外子会社が現地で優秀な人材を獲
得・維持していく際の障壁ともなっている。自動車 1 と 2 の双方とも，20 年以上にわたりこ
のような試みを続けてきているが，未だ「現地人材の日本化」や「海外子会社の自立化」は達













かすためには人に依存する部分もある程度は必要となってくると思われる。電機 1 や素材 1 に





























研究では「ハイブリッド化」というコンセプトがしばしば使われてきた（e.g. Elgar & Smith, 







（Aoki, 2008 の自動車部品会社の中国工場のケースも参照）。電機 2 は自動車 1，2 と比べると
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タンスを標準化し，世界へと展開していくという「日本化」アプローチは限界に来ているよう
に思われる。今後の IoT や AI の進展ということを考えると，この限界はさらに顕著となるで
あろう。日本国内のみならず世界中の多様な人材の知識や能力を活用する必要性は，今後ます
ます高まっていくと考えられる。しかしながら，このような先端技術の進展が改善や 5S といっ
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